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株　主　各　位

第59期定時株主総会招集ご通知に際しての
インターネット開示事項

１．連結計算書類の連結注記表

２．計算書類の個別注記表

「連結計算書類の連結注記表」および「計算書類の個別注記表」につきましては、
法令および定款第16条の規定に基づき、当社ウェブサイトに掲載することにより株
主の皆さまに提供しております。
（https://www.invast.jp/）

なお、「連結計算書類の連結注記表」および「計算書類の個別注記表」は、監査報
告の作成に際して、監査等委員会および会計監査人が監査をした連結計算書類およ
び計算書類の一部であります。

インヴァスト証券株式会社

表紙
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連結注記表
当社グループの連結貸借対照表および連結損益計算書は、「会社計算規則」（平成18年２月７日法務省令第13

号）のほか、「金融商品取引業等に関する内閣府令」（平成19年内閣府令第52号）および「有価証券関連業経
理の統一に関する規則」（昭和49年11月14日付日本証券業協会自主規制規則）に準拠して作成しております。

１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
⑴　連結の範囲に関する事項

①　連結子会社の状況
・連結子会社の数　　　　　　１社
・主要な連結子会社の名称　　Invast Financial Services Pty Ltd．

②　非連結子会社の状況
該当事項はありません。
なお、当連結会計年度にて非連結子会社のインヴァスト有限責任事業組合は清算結了しております。

⑵　持分法の適用に関する事項
該当事項はありません。

⑶　連結子会社の事業年度等に関する事項
　Invast Financial Services Pty Ltd．の決算日は、12月31日であります。
　連結計算書類の作成にあたっては、同決算日現在の計算書類を使用し、連結決算日との間に生じた重要な
取引については、連結上必要な調整を行っております。

⑷　会計方針に関する事項
①　重要な資産の評価基準および評価方法

イ．有価証券
トレーディングに関する有価証券等

時価法（売却原価は移動平均法により算定）を採用しております。

トレーディング関連以外の有価証券等
その他有価証券
・時価のあるもの　　　　　　連結決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入

法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）を採用しており
ます。

・時価のないもの　　　　　　移動平均法による原価法によっております。

ロ．デリバティブ　　　　　　　　時価法を採用しております。
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ハ．出資金
　　・時価のないもの　　　　　　主として移動平均法による原価法を採用しております。

なお、投資事業組合への出資（金融商品取引法第２条第２項により有
価証券とみなされるもの）については、組合契約に規定される決算報
告日に応じて入手可能な最近の決算書を基礎とし、持分相当額を純額
で取り込む方法によっております。

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法
イ．有形固定資産

定率法を採用しております。なお、在外連結子会社は所在地国の会計
基準の規定に基づく定額法を採用しております。主な耐用年数は以下
のとおりであります。

建物　　　　　　15年～50年
器具および備品　 5 年～15年

ロ．無形固定資産
・自社利用のソフトウエア　　　社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しておりま

す。
・その他の無形固定資産　　　　定額法を採用しております。

③　重要な引当金の計上基準
イ．貸倒引当金　　　　　　　　　貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討
し、回収不能見込額を計上しております。

ロ．賞与引当金　　　　　　　　　従業員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込額のうち当連結会計年
度に負担すべき額を計上しております。

ハ．役員賞与引当金　　　　　　　役員の賞与支給に備えるため、会社が算定した当連結会計年度に負担
すべき支給見込額を計上しております。

ニ．金融商品取引責任準備金　　　金融商品取引事故による損失に備えるため、「金融商品取引法」第46
条の５第１項の規定に基づき「金融商品取引業等に関する内閣府令」
第175条の定めるところにより算出した額を計上しております。

④　重要な外貨建の資産または負債の本邦通貨への換算の基準
　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理し
ております。なお、在外連結子会社の資産および負債は、子会社の決算日の直物為替相場により円貨に換
算し、収益および費用は期中平均為替相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算
調整勘定に含めるものとしております。

－ 2 －
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⑤　その他連結計算書類作成のための基本となる事項
　消費税等の会計処理　　　　　　消費税および地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。

２．表示方法の変更に関する注記
（連結損益計算書）
⑴ 前連結会計年度において、「営業外収益」の「その他」に含めていた「還付加算金」は、金額的重要性が
増したため、当連結会計年度より独立掲記することとしました。

　 なお、前連結会計年度の「還付加算金」は０百万円であります。

⑵ 前連結会計年度において、独立掲記しておりました「営業外費用」の「株式公開費用」は、金額的重要性
が乏しくなったため、当連結会計年度より営業外費用の「その他」に含めて表示しております。

　 なお、前連結会計年度の「株式公開費用」は０百万円であります。

３．連結貸借対照表に関する注記
⑴　担保に供している資産および担保にかかる債務

　当社の外国為替証拠金取引に関連して生じる債務に関し、金融機関より支払承諾契約に基づく極度額を
2,500百万円とする債務保証を受けており、担保として現金・預金（定期預金）750百万円を差し入れてお
ります。この他同契約に基づき、顧客区分管理信託契約に係る当社の信託受益権に対し当該金融機関を質権
者とする質権を設定しております。

⑵　有形固定資産の減価償却累計額　　　　　　　　　　　 215百万円

⑶　当座貸越契約
　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引金融機関４行と当座貸越契約等を締結しております。
　当連結会計年度末における借入未実行残高は以下のとおりであります。

当座貸越極度額等 2,050百万円
借入実行残高 ―百万円
差引額 2,050百万円

－ 3 －
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４．連結株主資本等変動計算書に関する注記
⑴　当連結会計年度末における発行済株式の種類および総数

普通株式　　　5,904,400株

⑵　剰余金の配当に関する事項
①　配当金支払額等

決 議 株 式 の 種 類 配当金の総額
（百万円）

１ 株 当 た り
配 当 額 ( 円 ) 基 準 日 効 力 発 生 日

平成29年6月28日
定 時 株 主 総 会 普通株式 211 36 平成29年3月31日 平成29年6月29日

平成29年10月30日
取 締 役 会 普通株式 99 17 平成29年9月30日 平成29年12月4日

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの

決 議 予 定 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
（百万円）

１ 株 当 た り
配 当 額(円 ) 基 準 日 効 力 発 生 日

平成30年6月27日
定 時 株 主 総 会 普通株式 利益剰余金 111 19 平成30年3月31日 平成30年6月28日

⑶　当連結会計年度の末日における新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く。）の目的
となる株式の種類および数

普通株式　　　　286,000株

－ 4 －
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５．金融商品に関する注記
⑴　金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針
　　当社グループは、主として金融商品取引法に基づく市場デリバティブ取引の取り次ぎおよび店頭デリバ

ティブ取引を行っております。当社グループが行う市場デリバティブ取引の取り次ぎは、顧客の注文を金
融商品取引所等にて執行する業務であり、原則、当社グループのポジションは発生いたしません。店頭デ
リバティブ取引のうち、外国為替証拠金取引は、顧客と当社グループによる相対取引でありますが、顧客
に対する当社グループのポジションをリスクヘッジするために、カウンターパーティ（カバー先銀行等）
との間で相対取引を行っております。また、子会社が行う株価指数や海外商品を対象とする差金決済取引
（ＣＦＤ）は、顧客の注文が自動的に海外のホワイトラベル（※）提供業者に流れる仕組みとなっており、
原則、子会社に為替変動リスク、価格変動リスクは発生いたしません。
※ホワイトラベルとは、ＡＳＰサービスやシステムの提供等によって、エンドユーザーに対して相手先ブ
ランドでのサービス提供を可能とするサービスパッケージであります。

②　金融商品の内容およびそのリスク
　　当社グループが保有する金融資産は、主として金融商品取引所およびカウンターパーティの金融機関に

差し入れた短期差入保証金であり、差入先の契約不履行によってもたらされる信用リスクに晒されており
ます。したがって、取引金融機関の選定については、その財務状況・外部格付機関による評価等を充分勘
案して行っております。また、定期的に当該金融機関の財務情報等を入手し、モニタリングを行っており
ます。保有する投資有価証券は株式であり、主として純投資目的で保有しております。これらはそれぞれ
発行体の信用リスクおよび金利の変動リスク、市場価格の変動リスクに晒されております。なお、投資有
価証券には流動性に乏しい非上場株式115百万円（帳簿価額）が含まれております。

③　金融商品に係るリスク管理体制
a.　信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理
　　当社グループが行う市場デリバティブ取引の取り次ぎ、店頭デリバティブ取引等は、顧客から証拠金を

受け入れ、その証拠金の範囲内で取引を行っております。当社グループは、顧客の取引口座開設にあたり、
投資の知識・経験等の顧客属性を適正に管理するほか、ロスカット制度により顧客に損失が発生した場合
でも受け入れた証拠金の範囲内に損失額が収まるように、顧客の与信リスク管理には万全を期しておりま
す。

　　当社グループは、外国為替証拠金取引について、顧客に対する当社グループのポジションをリスクヘッ
ジするために、カウンターパーティと相対取引をしております。

　　当社グループは、これらのカウンターパーティに保証金を差し入れておりますが、取引先リスク等を分
散するために欧米等において実績のある銀行複数社のカウンターパーティと取引をしております。

－ 5 －
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b.　市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理
　　当社においては、カバー取引以外の為替スポット取引、通貨オプション取引等を自己の計算により行う

場合は、「外国為替カバー取引に関する規程」に基づきポジションの保有限度額および損失上限額を設定
し、毎営業日取引の執行状況を管理することとしております。相場の急変、損失が上限額に達した場合等
は、必要に応じて取引の停止、ポジションの決済を行っております。また、計数的なリスク管理は「リス
ク管理規程」に従い、金融商品取引法第46条の６第１項に基づき毎月内閣総理大臣への提出義務がある自
己資本規制比率については、内閣府令で定められた方式によって経理部が算定し、日々の状況については、
内部管理統括責任者に報告を行い、取締役会に対して毎月報告しております。

c.　資金調達に係るリスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理
　　当社は、経理部が各部署からの報告等に基づき適時に資金管理を行い、手許流動性を維持することで流

動性リスクを管理しております。また、資金調達手段の多様化を図るため複数の金融機関と当座貸越契約
を締結し一時的な資金需要への余力を確保するほか、カウンターパーティとの間でカバー取引を行うにあ
たって必要となる差入保証金の一部を金融機関との支払承諾契約に基づく保証状により代用することによ
って、手許流動性の維持を図り、流動性リスクを管理しております。

⑵　金融商品の時価等に関する事項
　平成30年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、次のとおりで
あります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりません。（（注）２．
参照）

連結貸借対照表計上額
（百万円） 時価（百万円） 差額（百万円）

⑴現金・預金
⑵預託金
⑶短期差入保証金
⑷外為取引未収入金
⑸投資有価証券

5,761
19,531
55,418
14,260

3

5,761
19,531
55,418
14,260

3

―
―
―
―
―

資産計 94,974 94,974 ―
⑴受入保証金
⑵外為取引未払金

73,644
14,260

73,644
14,260

―
―

負債計 87,905 87,905 ―
デリバティブ取引（＊）
　ヘッジ会計が適用されていないもの

3,980
（1,129）

3,980
（1,129）

―
（―）

デリバティブ取引計 2,851 2,851 ―
（＊）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しております。
　　　なお、連結貸借対照表へは、外為取引未収入金に正味の債権3,980百万円を計上しており、外為取引未払

金に正味の債務1,129百万円を計上しております。

－ 6 －
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（注）１．金融商品の時価の算定方法ならびに有価証券およびデリバティブ取引に関する事項
資　産
⑴現金・預金、⑵預託金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっておりま
す。

⑶短期差入保証金
日々計算による出し入れを行っているため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっ
ております。

⑷外為取引未収入金
構成要素であるデリバティブ取引の評価損益については、日々洗替え計算を行っており、時価は帳簿価額と
近似していることから、当該帳簿価額によっております。

⑸投資有価証券
これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。なお、保有目的ごとの有価証券に関する事
項については、「９.その他の注記 ⑴有価証券に関する注記」をご参照ください。

負　債
⑴受入保証金

日々計算による出し入れを行っており、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によってお
ります。

⑵外為取引未払金
構成要素であるデリバティブ取引の評価損益については、日々洗替え計算を行っており、時価は帳簿価額と
近似していることから、当該帳簿価額によっております。

デリバティブ取引
「９.その他の注記 ⑵デリバティブ取引に関する注記」をご参照ください。

（注）２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
区分 連結貸借対照表計上額（百万円）

非上場株式 115
匿名組合出資金 302
これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「⑸投資有価
証券」には含めておりません。

（注）３．金銭債権および満期がある有価証券の決算日後の償還予定額
１年以内

（百万円）
１年超５年以内

（百万円）
５年超10年以内

（百万円）
10年超

（百万円）
現金・預金
預託金
外為取引未収入金

5,761
19,531
18,241

―
―
―

―
―
―

―
―
―

合計 43,533 ― ― ―

－ 7 －
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６．賃貸等不動産に関する注記
　当社グループは大阪府および兵庫県において、賃貸用のマンション等（土地を含む）を有しております。
　当該賃貸不動産の連結貸借対照表計上額、当連結会計年度増減額および時価につきましてはその重要性が乏
しいため、注記を省略しております。

７．１株当たり情報に関する注記
⑴　１株当たり純資産額 1,795円75銭
⑵　１株当たり当期純利益 101円63銭

８．重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。

９．その他の注記
⑴　有価証券に関する注記

　有価証券はその他有価証券として保有しており、これに関する連結貸借対照表計上額と取得原価との差額
は以下のとおりです。

種類
連結貸借対照表

計上額
（百万円）

取得原価
（百万円）

差額
（百万円）

連結貸借対照表計上額が取得
原価を超えるもの

⑴株式 ― ― ―
⑵債券 ― ― ―
⑶その他 ― ― ―

小計 ― ― ―

連結貸借対照表計上額が取得
原価を超えないもの

⑴株式 3 3 △0
⑵債券 ― ― ―
⑶その他 ― ― ―

小計 3 3 △0
合計 3 3 △0

　非上場株式（連結貸借対照表計上額115百万円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極
めて困難と認められることから、上表には含めておりません。
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⑵　デリバティブ取引に関する注記
①　ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

通貨関連
（顧客との取引）

種類 契約額等
（百万円）

契約額等の
うち１年超
（百万円）

時価
（百万円）

評価損益
（百万円）

 通貨
 　外国為替証拠金取引

売建 79,343 ― 1,856 1,856
買建 57,650 ― 766 766

 合　　計 2,622 2,622
時価の算定方法：取引先銀行の提示したレートに基づき評価を行っております。

（カウンターパーティとの取引）

種類 契約額等
（百万円）

契約額等の
うち１年超
（百万円）

時価
（百万円）

評価損益
（百万円）

 通貨
 　外国為替証拠金取引

売建 611,702 ― 800 800
買建 628,154 ― 705 705

 合　　計 1,505 1,505
時価の算定方法：取引先銀行の提示したレートに基づき評価を行っております。

②　ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引
該当事項はありません。

－ 9 －
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個別注記表
当社の貸借対照表および損益計算書は、「会社計算規則」（平成18年２月７日法務省令第13号）のほか、「金

融商品取引業等に関する内閣府令」（平成19年内閣府令第52号）および「有価証券関連業経理の統一に関する
規則」（昭和49年11月14日付日本証券業協会自主規制規則）に準拠して作成しております。

１．重要な会計方針に係る事項
⑴　資産の評価基準および評価方法

①　子会社株式および関連会社株式　　移動平均法による原価法によっております。
②　有価証券

トレーディングに関する有価証券等
時価法（売却原価は移動平均法により算定）を採用しております。

トレーディング関連以外の有価証券等
その他有価証券
・時価のあるもの　　　　　　　　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は移動平均法により算定）を採用しており
ます。

・時価のないもの　　　　　　　　移動平均法による原価法によっております。
③　デリバティブ　　　　　　　　　　時価法を採用しております。
④　出資金
　　・時価のないもの　　　　　　　　主として移動平均法による原価法を採用しております。

　なお、投資事業組合への出資（金融商品取引法第２条第２項により
　有価証券とみなされるもの）については、組合契約に規定される決
　算報告日に応じて入手可能な最近の決算書を基礎とし、持分相当額
　を純額で取り込む方法によっております。

⑵　固定資産の減価償却の方法
①　有形固定資産

　定率法を採用しております。なお、主な耐用年数は以下のとおりで
あります。

建物　　　　　　15年～50年
器具および備品　５年～15年

②　無形固定資産
・自社利用のソフトウエア　　　　　社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しており

ます。
・その他の無形固定資産　　　　　　定額法を採用しております。

⑶　引当金および準備金の計上基準
①　貸倒引当金　　　　　　　　　　　貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を
検討し、回収不能見込額を計上しております。

－ 10 －
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②　賞与引当金　　　　　　　　　　　従業員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込額のうち当事業年度
に負担すべき額を計上しております。

③　役員賞与引当金　　　　　　　　　役員の賞与支給に備えるため、会社が算定した当事業年度に負担す
べき支給見込額を計上しております。

④　金融商品取引責任準備金　　　　　金融商品取引事故による損失に備えるため、「金融商品取引法」第
46条の５第１項の規定に基づき「金融商品取引業等に関する内閣府
令」第175条の定めるところにより算出した額を計上しております。

⑷　その他計算書類作成のための基本となる事項
　消費税等の会計処理　　　　　　　　消費税および地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。

２．表示方法の変更に関する注記
（損益計算書）

　前事業年度において、独立掲記しておりました「営業外費用」の「株式公開費用」は、金額的重要性が乏
しくなったため、当事業年度より営業外費用の「その他」に含めて表示しております。
　なお、前事業年度の「株式公開費用」は０百万円であります。

３．貸借対照表に関する注記
⑴　担保に供している資産および担保にかかる債務

　当社の外国為替証拠金取引に関連して生じる債務に関し、金融機関より支払承諾契約に基づく極度額を
2,500百万円とする債務保証を受けており、担保として現金・預金（定期預金）750百万円を差し入れてお
ります。この他同契約に基づき、顧客区分管理信託契約に係る当社の信託受益権に対し当該金融機関を質権
者とする質権を設定しております。

⑵　有形固定資産の減価償却累計額 201百万円

⑶　保証債務
　連結子会社であるInvast Financial Services Pty Ltd．の外国為替証拠金取引等に関連して生じる債務に
関し、連帯保証を行っております。
　債務保証の極度額　　　　　　　　　　　　　　　　 2,124百万円

⑷　当座貸越契約
　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引金融機関４行と当座貸越契約等を締結しております。
　当事業年度末における借入未実行残高は以下のとおりであります。

当座貸越極度額等 2,050百万円
借入実行残高 ―百万円
差引額 2,050百万円

－ 11 －
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⑸　関係会社に対する金銭債権および金銭債務（区分表示したものを除く）
短期金銭債権　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８百万円
短期金銭債務　　　　　　　　　　　　　　　　 　4,196百万円

４．損益計算書に関する注記
関係会社との取引高

営業取引による取引高　　　　　　　　　　　　　　　　10百万円
営業取引以外の取引による取引高　　　　　　　　　　　５百万円

５．株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度末における自己株式の種類および株式数

普通株式　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　28,035株

６．税効果会計に関する注記
⑴　繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（繰延税金資産）
　賞与引当金 14百万円
　未払事業税 11百万円
　長期未払額 1百万円
　固定資産減損損失 8百万円
　繰越欠損金 11百万円
　投資有価証券評価損 158百万円
　その他 11百万円
繰延税金資産小計 217百万円
　評価性引当額 △190百万円
繰延税金資産計 27百万円

（繰延税金負債）
　資産除去債務に対応する除去費用 △1百万円
　その他有価証券評価差額金 △17百万円
繰延税金負債計 △18百万円
繰延税金資産の純額 8百万円
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⑵　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主要な項目別の内訳
　法定実効税率 30.9％
　　（調整）
　　交際費等永久差異 1.3％
　　住民税均等割 1.1％
　　評価性引当額の増減 △21.0％
　　その他 1.8％
　税効果会計適用後の法人税等の負担率 14.1％

７．関連当事者との取引に関する注記
　⑴ 関連会社等

種 類 会 社 等 の
名 称

議決権等の所有
(被所有)割合(％)

関 連 当 事 者
と の 関 係

取 引
内 容

取 引 金 額
(百 万 円) 科 目 期 末 残 高

(百 万 円)

子会社

Invast
Financial
Services
Pty Ltd.

所有
直接100％

資 金 の 援 助
役 員 の 兼 任

貸付金の回収
（注）１
利 息 の 受 取
（注）１
債 務 の 保 証
（注）２
負担金の受領
（注）２

990

５

2,124

10

―

―

―

―

―

―

―

―

取引条件および取引条件の決定方針等
（注）１． 資金の貸付については、市場金利を勘案して決定しております。
　　　２． 債務の保証については、Invast Financial Services Pty Ltd．の外国為替証拠金取引等に関連して

生じる債務に対して、連帯保証を行ったものであります。負担金については、当社グループでの資
金調達で発生した手数料およびカバー業務等で発生した人件費について、合理的に負担割合を決め
たうえで受領しております。
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　⑵ 役員および個人主要株主等

種 類
会 社 等 の
名 称
ま た は 氏 名

議 決 権 等 の 所 有
（ 被 所 有 ） 割 合 （ ％ ）

関 連 当 事 者
と の 関 係

取 引
内 容

取引金額
(百万円) 科 目 期 末 残 高

( 百 万 円 )

主 要 株 主
（ 個 人 ）
お よ び
その近親者

川路　耕一
（注）１

被所有
直接54.6％
間接13.0％

顧問契約 顧問料の支払
（注）３

10 ― ―

主 要 株 主
（ 個 人 ）
お よ び
その近親者
が議決権の
過 半 数 を
所有してい
る 会 社

光陽ホール
ディングス
株 式 会 社

（注）２

被所有
間接7.5％ 役員の兼任

資 金 の 貸 付
（注）４
貸付金の回収
（注）４

500

500

―

―

―

―

利 息 の 受 取
（注）４

３ ― ―

取引条件および取引条件の決定方針等
（注）１． 川路　耕一氏は、代表取締役社長　川路　猛の実父であります。
　　　２． 光陽ホールディングス株式会社は、当社の主要株主　川路　耕一氏およびその近親者が議決権の

94.9％（間接保有を含む）を保有しております。
　　　３． 川路　耕一氏への顧問料については、当社創業者としての経営全般のサポートおよびアドバイスで

の関与を踏まえ、双方協議のうえ締結した契約書に基づき決定しております。
　　　４． 貸付金の金利については、市場金利を勘案して合理的に決定しております。
　　　５． 取引金額には消費税等を含めておりません。

８．１株当たり情報に関する注記
⑴　１株当たり純資産額 1,836円78銭
⑵　１株当たり当期純利益 50円98銭

９．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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